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共産党
ＣＯ２削減目標の引き上げと石炭火力の段階的廃止を
求める意見書（案）
　令和４年１１月６日から２０日まで、国連気候変動枠組条約第２７回締約国会議（ＣＯＰ２７）がエジプトのシャルムエルシェイクで開催された。会議では気候変動によって大きな被害を受けている途上国、島しょ国に対する基金の設立が初めて合意したものの、前回ＣＯＰ２６で合意した今世紀末までに世界の平均気温の上昇を産業革命前と比べて１．５度までに抑えるという目標については、具体的行動は合意できず、目標を確認するに留まった。また、欧州などが求めている「すべての化石燃料の段階的削減」も合意に至らなかった。グテレス国連事務総長は閉会にあたって「世界はさらに巨大な跳躍をする必要がある」と呼び掛けている。

気候変動枠組条約事務局は、各国の削減目標を合計しても、２０３０年の世界の温室効果ガス排出は２０１０年に比べて１０．６％増えると試算している。国連環境計画は現段階の目標を達成しても、世界の平均気温は今世紀末までに産業革命前と比べて約２．５度上昇すると警告した。既に世界各地では、異常な豪雨、台風、猛暑、森林火災、干ばつ、海面上昇などが起こり、日本においても「何十年に一度」とされる豪雨災害が毎年発生している。２０３０年までに世界の排出量を半分近くまで減らし、２０５０年までに実質ゼロにしなければならず、時間的余裕は限られている。

日本の２０３０年までのＣＯ２削減目標は２０１３年度比で４６％削減である。しかし、２０１０年比にすると４２％減であり、国連が示した「２０３０年までに２０１０年比４５％減」という全世界平均にも届いていない。にもかかわらず、日本は大量のＣＯ２を排出する石炭火力に固執して新増設と輸出を進めており、全世界の流れに逆行している。日本政府は気候危機に本気で向き合い、地球温暖化対策に取り組むべきである。

よって、板橋区議会は、政府に対し、ＣＯ２削減目標の引き上げとともに、石炭火力の段階的廃止に踏み出すことを強く求める。
以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。
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